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令和元年度に係る業務の実績に関する評価結果 
国立大学法人総合研究大学院大学 

 

１ 全体評価 

 
総合研究大学院大学は、大学共同利用機関法人等に設置されている各分野で我が国を代

表する研究所その他の機関が有する優れた研究環境を活用した博士課程教育を実施し、高

い専門性と広い視野並びに国際的通用性を兼備して、新しい課題を発掘して解決できる独

創的な研究者を育成することを目指している。第３期中期目標期間においては、異分野融

合的な新しい学術分野の創出を試みるとともに、各専攻が提供する専門教育を基本としつ

つ、総合教養教育及び専門基礎教育の整備やカスタムメイド教育プログラムの提供等によ

り、新しい科学と文化を創造し、時代と社会の要請に応える研究を担うことのできる人材

を育成すること等を基本的な目標としている。 
この目標の達成に向け、大学共同利用機関法人との「連合体」設立準備委員会と、その

下に４つのワーキンググループ（組織検討WG、業務運営検討WG、研究力強化検討WG、

大学院教育検討WG）を設置し、「連合体」の業務内容や実施スキーム等について検討を行

うとともに、学長のリーダーシップの下、「SOKENDAI研究派遣プログラム」を実施し、学

生が主体的に行う海外での短期の研究活動及び将来のキャリア形成につがなる国内外での

長期の研究活動を重点的に支援するなど、「法人の基本的な目標」に沿って計画的に取り組

んでいることが認められる。  
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２ 項目別評価 

 

＜評価結果の概況＞ 
特 筆 

一定の 
注目事項 

順 調 
おおむね 
順調 

遅れ 
重大な 

改善事項 

（１）業務運営の改善及び効率化   ○    

（２）財務内容の改善   ○    

（３）自己点検・評価及び情報提供   ○    

（４）その他業務運営   ○    

 
 
Ⅰ．業務運営・財務内容等の状況                          

 
（１）業務運営の改善及び効率化に関する目標                    

①組織運営の改善 ②教育研究組織の見直し ③事務等の効率化・合理化 
 

【評定】中期計画の達成に向けて順調に進んでいる 

（理由） 年度計画の記載19事項全てが「年度計画を十分に実施している」と認められる

こと等を総合的に勘案したことによる。 
 
 

 
（２）財務内容の改善に関する目標                         

①外部研究資金、寄附金その他の自己収入の増加 ②経費の抑制 ③資産の運用管理の改善 
 

【評定】中期計画の達成に向けて順調に進んでいる 

（理由） 年度計画の記載５事項全てが「年度計画を十分に実施している」と認められる

こと等を総合的に勘案したことによる。 
 
 
 
（３）自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標           

①評価の充実 ②情報公開や情報発信等の推進 
 

【評定】中期計画の達成に向けて順調に進んでいる 

（理由） 年度計画の記載５事項全てが「年度計画を十分に実施している」と認められる

とともに、下記の状況等を総合的に勘案したことによる。 
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 令和元年度の実績のうち、下記の事項について注目される。 
  
○ 教育活動情報に基づく自己点検・評価活動 

教育開発センターにおいて、研究者人材育成に係る学修成果を把握するために、自然

科学研究機構と協力して学位論文研究活動の状況の調査・分析を行うとともに、企画室

において、修了生追跡調査を実施している。これらの調査等によって収集した教育状況

に関する情報や学籍情報について、統合データベースを導入して一元的に統計情報を共

有できる仕組みを構築するとともに、これらの情報を基に様々な統計情報をまとめた

「Fact Book」を発行している。 
 
 
 

（４）その他業務運営に関する重要目標                       
①施設設備の整備・活用等 ②安全管理 ③法令遵守等 
 

【評定】中期計画の達成に向けて順調に進んでいる 

（理由） 年度計画の記載11事項全てが「年度計画を十分に実施している」と認められる

こと等を総合的に勘案したことによる。 
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Ⅱ．教育研究等の質の向上の状況                          

 
 令和元年度の実績のうち、下記の事項について注目される。 
 
○ 海外研究派遣・国際教育連携に関する取組 

学生の海外研究派遣について、事業名称を「SOKENDAI研究派遣プログラム」へ変更

し、事業年度当初から学生の研究計画に応じて柔軟に派遣を行えるよう、事業年度内に

複数回の応募機会を付与するとともに、平成30年度に増額した事業予算の更なる拡充を

行い、学生が主体的に行う海外での短期の研究活動及び将来のキャリア形成につながる

国内外での長期の研究活動を重点的に支援している。また、国際教育連携に関して、「国

際共同学位プログラム等の構築・実施」事業によって海外の大学等との学術交流協定の

新規締結に向けた取組や交流の実施を支援することにより、６大学（機関）と新たに学

術交流協定等を締結している。 
 
 

 


